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○早川町移住者住宅改修費補助金交付要綱 

平成29年4月1日 

告示第26号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、移住等の経済的負担を軽減するとともに、本町への移住促

進を図るため、移住者住宅改修費補助金(以下「補助金」という。)を交付す

ることについて、早川町補助金等交付規則(平成27年規則第11号。以下「規則」

という。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1) 定住 永住又は10年以上にわたって居住する意思をもって、住民基本台

帳法(昭和42年法律第81号)の規定により本町に住民登録することをいう。 

(2) 移住 町外に住所を有する者が、居住する意思をもって住民登録をする

ことをいう。 

(3) 移住者 移住してから5年未満の者をいう。 

(4) 空き家 普段人が住んでいない住宅をいう。 

(5) 増改築 住宅の修繕、補修、模様替え、その他住宅の機能の維持・向上

のために行う改築・増築及び設備等工事をいう。 

(補助対象者) 

第3条 補助金の交付対象となる者は、次の1号若しくは2号、かつ、その他各号

に掲げる要件を全て満たす者とする。 

(1) 町外より移住し、定住の意思をもって住民登録をし、自ら居住するため

に改修する空き家を所有する者 

(2) 定住目的の移住者と賃貸契約を締結し、居住しようとする空き家を所有

する者 
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(3) 移住から2年未満の空き家を所有する者、又は移住者との賃貸契約日か

ら2年未満の空き家を所有する者 

(4) 移住者は、本事業完了後5年以上定住する 

(5) 本人及び同居人全ての者において、暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員でない

者 

(補助金の交付) 

第4条 補助金の額は、住宅(居室及び居住に必要な施設に限る。)の改修に要す

る事業費(消費税及び他の公的補助金充当額を除く。)に2分の1を乗じて得た

額とし、500,000円を上限とする。 

2 前項の規定により算出した補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。 

(補助対象工事等) 

第5条 補助金の交付対象となる工事は、次条に定める申請のあった年度内に着

工し、かつ、当該年度内に完了する工事を対象とし、次の各号のいずれかに

該当するものとする。 

(1) 住宅の修繕・補修及び増改築 

(2) 壁紙の貼り替え、屋根又は外壁の塗り替え等の住宅の模様替えのための

工事 

(3) その他、当該住宅に附属する設備の設置等で、町長が必要と認めるもの 

(補助金の交付申請) 

第6条 補助金対象者は、補助金の交付申請にあたり、早川町移住者住宅改修費

補助金交付申請書(様式第1号)に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 売買契約書若しくは賃貸契約書の写し 

(2) 工事見積書の写し 

(3) 工事個所等を示す平面図 
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(4) 工事前の写真 

(5) その他町長が必要と認める書類 

2 交付対象となる住宅の改修工事は、1回限りとする。 

(補助金の交付決定) 

第7条 町長は、規則第5条の規定により交付決定を行うときは、早川町移住者

住宅改修費補助金交付決定通知書(様式第2号)を、交付申請を受けた日から起

算して30日が経過する日までに行うものとする。 

2 前項の規定により交付決定通知書を受けた者(以下「補助金交付決定者」と

いう。)は、速やかに早川町移住者住宅改修費補助事業着工届(様式第8号)を

提出し、対象工事を実施するものとする。 

(工事の変更等) 

第8条 申請者は、交付決定に係る改修工事の経費等の変更をしようとするとき

は、早川町移住者住宅改修費補助事業変更承認申請書(様式第3号)を、町長に

提出しなければならない。 

2 町長は、前項の申請を受理した場合において、内容を審査し適当と認めたと

きは、早川町移住者住宅改修費補助事業変更承認通知書(様式第4号)により申

請者に通知するものとする。 

3 申請者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が

困難な場合は、速やかに早川町移住者住宅改修費補助事業遅滞等報告書(以下

「報告書」という。)(様式第5号)を町長に提出しなければならない。 

4 町長は、前項の報告書を受理したときは、その内容を確認し指示書(様式第6

号)により指示するものとする。 

(事業の中止又は廃止) 

第9条 申請者が、補助事業の中止又は廃止をする場合は、早川町移住者住宅改

修費補助事業廃止(中止)届(様式第7号)を町長に提出しなければならない。 

(工事の完了報告) 

第10条 申請者は、工事完了後30日以内に早川町移住者住宅改修費補助事業完
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了実績報告書(様式第9号)に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければ

ならない。 

(1) 当該工事に要した経費の領収証の写し 

(2) 工事の完成写真 

(3) その他町長が必要と認める書類 

2 町長は、前項の報告を受けたときは14日以内に検査を行い、当該工事が決定

内容にしたがって遂行されていると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、早川町移住者住宅改修費補助金交付確定通知書(様式第10号)により

速やかに申請者に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第11条 申請者は、前条の確定通知書を受けた日から起算して10日以内に早川

町移住者住宅改修費補助金支払請求書(様式第11号)を提出しなければならな

い。 

(補助金の取消し、返還) 

第12条 町長は、補助金の交付を受けた者が次の各号に該当するときは、補助

金の交付の決定を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他の不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金の交付決定に際して付した条件、その他法令に違反したとき。 

2 申請者は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消された時は、既に交

付のあった補助金を直ちに町へ返還しなければならない。 

(その他) 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成29年4月1日より適用する。 

 

   附 則 

 この告示は、令和 7年 6月 1日より適用する。 
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様式第1号(第6条第1項関係) 

様式第1号の1 

様式第2号(第7条第1項関係) 

様式第3号(第8条第1項関係) 

様式第4号(第8条第2項関係) 

様式第5号(第8条第3項関係) 

様式第6号(第8条第4項関係) 

様式第7号(第9条第1項関係) 

様式第8号(第7条第2項関係) 

様式第9号(第10条第1項関係) 

様式第10号(第10条第2項関係) 

様式第11号(第11条関係) 

 


